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１．会社・施設概要 

 約１３０店舗 店舗数 

 １４．８万㎡ 延床面積 

２０１０年 ６月 ４日 ｸﾞﾗﾝﾄﾞｵｰﾌﾟﾝ 

 ２，２００人  従業員数 

 １０時～２１時 （スーパー９時～２２時、飲食店１０時～２２時） 営業時間 

 年間 約１，０００万人 （2013年度） 来店客数 

 １，１２５台  駐車台数 

 イオンモールKYOTO モール名称 

大規模地域開発及びショッピングモール開発と運営 

不動産売買・賃貸・仲介  

モール数 140店舗（海外含む） 

事業概要 

１９１１年１１月 設立 

イオンモール株式会社 社名 



  

◆Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース） 

廃棄物の排出量を店舗毎に把握し、それぞれでの減量
を実施・把握できるようにする。 

従業員教育による啓蒙を行う。 
 

◆Ｒｅｕｓｅ（リユース） 

専門店の中では、納品にダンボールを利用せず使い回
し可能なプラスチックケースを使用している店舗もある。 
 

◆Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル） 

分別の徹底により、排出量の総量の約８割の廃棄物をリ
サイクルしている。 

２．イオンモールの３Ｒ活動① 



  

２．イオンモールの３Ｒ活動② 

イオンモールではさらに 
 

 ◇Refuse(リフューズ) 

  不要なものを断る 

 

 ◇Repair(リペア) 

  修理して使う  

５Rを推進！！ 



  

３．計量システムの運用① 

廃棄物の削減では「何を、どこで、どれだけ廃棄している
か」を明らかにし、課題として意識づけることが重要 

＝「見える化」による廃棄物削減 

全国のイオンモールのうち、 

４９モールで計量システムを導入 

（２０１３年度時点） 

 

イオンモールＫＹＯＴＯでも、 

２０１３年１０月に導入スタート 



  

３．計量システムの運用② 

【運用の概要】 

①店舗ごとに個別のバーコードを発行 

②それぞれの店舗スタッフが廃棄の際、 

   分別品目ごとに計量を行う 

③計量時に店舗名・重量・品目の書かれたシールがその場で 

  印刷されるので、それぞれの廃棄物に貼付 

④店舗ごとの計量数値がデータとしてＰＣに保存される。 



  

３．計量システムの運用③ 

＜計量システムの導入で苦労したこと＞ 

◇各店舗スタッフが計量を行う 

 ＝計量するための作業時間が増える（不満に繋がる） 

◇約２，０００名の従業員へ計量方法をどのように説明
するか 

＜対 応＞ 

◆導入の3ヶ月前から店長会等で告知 

◆導入直前に計量方法についての教育を実施。 

  廃棄物の管理委託会社に５日間、いつ来ても対応 

   できるよう常駐していただいた。 



  

４．ごみの分別① 

イオンモールKYOTOでは、全ての廃棄物を２１品目に分
別しています。 



  

４．ごみの分別② 

【分別を徹底するための方法】 

●新しく採用されたスタッフに教育する場として、 

  従業員研修（新規スタッフ研修） を開催。 



  

４．ごみの分別③ 

【分別を徹底するための方法】 

●計量データを基に、分別不徹底店舗を洗い出し 

●館内のごみ箱が分別できるものとなっている。 

      ※さらに、回収後も清掃員による分別を徹底 



  

４．ごみの分別④ 

【分別を徹底するための方法】 

●分かりやすいごみ置場 

●廃棄物保管庫の管理スタッフ 

  による随時指導。 

 （分別できていないごみは受け取らない） 



  

５．リサイクル率 

イオンモールKYOTO  

分別種類別の排出量（重量ベース・２０１３年度） 
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６．その他、法規制等への対応 

イオンモールでは、法規制への対応や環境保護を推進するため、 

以下の取組みを行っております。 

各種セミナーの受講・資格の取得 

 ◇内部環境監査員養成セミナー（JACO） 

 ◇環境準内部監査員セミナー（自社内セミナー） 

 ◇eco検定（環境社会検定試験）（全社員取得予定）他 

環境マネジメントシステム  ISO14001認証取得 

その他 

 ◇環境内部監査の実施（年１回） 

 ◇廃棄物処理場の現場視察（年１回以上） 

 ◇省エネ活動(ソーラー発電・EVステーション設置等) 


